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京大東アジアセンターニュースレター   第 349 号
(旧・「京大上海センターニュースレター」) 







○ 「人間発達の経済学 第3回日中会議京大会議」開催される 



















  時 間： 2011 年 1 月 18 日(火) 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3 階第 3 教室 




1976 年湖南省生まれ。2009 年に北京大学より経済学博士学位取得。2007 年 5 月、2007 年 9 月-2008 年 8




 前期： 4 月 20 日（火）、 5 月 18 日（火）、 6 月 15 日（火）、7 月 6 日(火)、7 月 20 日（火） 
















 12 月 11-12 日の両日、京都大学で「人間発達の経済学 第 3 回日中会議」が開催されました。これは、基




































当日の許教授の記念講演の内容は強いて言えば、この第 4章や第 13 章との関わりで報告されたものでした




なお、集会では今後の交流計画も議論され、次回の第 4回会議は 2011 年 4 月 26-27 日に北京の中国政法大









































































早くも森ビルに罰金２４０万円                          ２５．OCT．０８ 

























































































                                                               以上 
************************************************************************************************ 
 遺棄化学兵器処理問題への私見 
 ２４．DEC．１０  
中小企業家同友会上海倶楽部代表 
東アジアセンター外部研究員(協力会理事) 
                                                             小島正憲 
 《目次》                                                             
１．フジタ社員拘束と遺棄化学兵器処理問題の怪。   ２．遺棄化学兵器処理問題の概況。 
３．水間政憲氏の語る真相。                 ４．安倍晋三元首相と遺棄化学兵器処理問題のからみ。 





















































































１９９７年 内閣官房に「遺棄化学兵器処理対策室」設置 （第２次橋本内閣） 
１９９９年 遺棄化学兵器処理の廃棄に関する日中「覚え書」に署名 （小渕内閣） 遺棄処理事業開始 
２００７年 ４月、温家宝首相、来日時に「移動式処理施設」を要求 （安倍内閣） 












































































































４．細部は T 参謀と協定すべし。 
との要旨命令を下達された。 
心耳に聾乎たる作戦要務令の原則は、M 大尉の勃然たる闘志を喚起し、敗戦国軍を代表して L 中佐に挑戦する
を男児の本懐と決意するに至らしめた。M 大尉は欣然、笑みを含んで、 
１．承知しました。全力を揮ってご期待に応え、破れたりとも日本陸軍の伝統を発揮いたします。             
２．兵力１０００名と当基地所有の全舟艇を私の指揮下に入らしめられたい。 
３．細部は T 参謀と協定し、ただちに作業に着手します。 













































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2008 年              
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年             
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
